
４．事業別達成状況

（１）基本目標１　子どもと親の豊かな健康づくりの推進
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

１－（１）　子どもと親の健康の確保・増進 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 26,168 24,687

拡充 H28 - 25,627 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 51,795 24,687

拡充

拡充 H27 ａ 11,675 9,647

拡充 H28 - 11,674 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 23,349 9,647

拡充

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

拡充 H27 ａ 240 120

拡充 H28 - 240 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 480 120

拡充
拡充 H27 ｃ 4,800 4,800

拡充 H28 - 4,878 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 9,678 4,800

拡充

継続 H27 ａ 1,245 1,245

継続 H28 - 1,250 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 2,495 1,245

継続

計画事業実績

※1-(1)-No.3を含む

※1-(1)-No.2に含める

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

乳幼児健診

受診率（医療
機関での受
診率を含む）

１００％

Ａ

４か月、1歳６か月、３歳３か月児を
対象に身体発育・精神発達面の健
診を行った。
・４か月児健診（48回）
　受診者数2,651人　 受診率95.9％
・１歳６か月児健診（48回）
　受診者数2,675人　受診率93.4％
・３歳児健診（48回）
　受診者数2,749人　受診率91.1％

ａ

４か月、1歳６か月、３歳３か月児を
対象に身体発育・精神発達面の健
診を行うことで、必要な支援を行うこ
とが出来た。また、保健センターで
実施する集団健診の未受診者に対
しては医療機関での受診状況等の
確認に努めている。

４か月児健診受診率
H23：95.2％ H24 :94.3％　H25：
93.9％ Ｈ26：94.0％
H27：95.9％
１歳６か月児健診受診率
H23：96.3％　H24：92.9％　H25：
92.9％　Ｈ26：96.4％
H27：93.4％
３歳児健診受診率
H23：89.8％　H24：89.0％　H25：
91.2％　Ｈ26：93.4％
H27：91.1％

４か月、1歳６か月、３歳３か
月児を対象に身体発育・精
神発達面の健診を行う

健康づくり支
援課

2

産婦・新生児訪問
指導

平成31年度
2,315人

※№3と合算
Ａ

出生連絡票・電話等により希望が
あった概ね２か月までの産婦・新生
児に対して、助産師、保健師による
訪問を実施した。（希望がなかった
家庭には、４か月までにこんにちは
赤ちゃん訪問を実施した）

ａ

出産後間もない時期であり、専門職
が家庭訪問することで、早期のうち
に育児不安の解消が図れた。また、
訪問しても不在の家庭があるため、
引き続き事業の周知や実施方法を
検討していく必要がある。

H23：2,429件訪問　84.7％
H24：2,367件訪問　80.5％
H25：2,341件訪問　79.3％
H26：2,094件訪問　74.2％
H27：2,477件訪問　90.4％
※こんにちは赤ちゃん事業の件数
を含む

出生連絡票・電話等により希
望があった概ね２か月までの
産婦・新生児に対して、助産
師、保健師による訪問を実施
する。

健康づくり支
援課

3

こんにちは赤ちゃ
ん事業

平成31年度
2,315人

※№2と合算
Ａ

生後４か月までの乳児のいる家庭
を訪問し、子育て支援と情報提供を
行った。

ａ

出産後間もない時期であり、専門職
が家庭訪問することで、早期のうち
に育児不安の解消が図れた。また、
訪問しても不在の家庭があるため、
引き続き事業の周知や実施方法を
検討していく必要がある。

H23：2,429件訪問　84.7％
H24：2,367件訪問　80.5％
H25：2,341件訪問　79.3％
H26：2,094件訪問　74.2％
H27：2,477件訪問　90.4％
※産婦・新生児訪問指導の件数を
含む

生後４か月までの乳児のい
る家庭を訪問し、子育て支援
と情報提供を行う。

健康づくり支
援課

4

乳幼児訪問指導 ― Ａ

訪問による指導が必要な母子に対
して、保健師等による訪問指導を実
施した。

ａ

支援が必要な家庭を訪問すること
で、家庭の状況に応じた支援を実
施することができた。

H23：妊産婦　155件 乳幼児  284件
H24：妊産婦　154件 乳幼児  278件
H25：妊産婦　178件 乳幼児  266件
H26：妊産婦　187件 乳幼児  318件
H27：妊産婦　279件 乳幼児　446件

訪問による指導が必要な母
子に対して、保健師等による
訪問指導を実施する。

健康づくり支
援課

5

幼児のむし歯予
防推進事業

保育施設等
でのフッ化物
洗口事業実
施率100%

Ｃ

市内の希望する保育園・幼稚園の5
歳児クラスを対象にフッ化物洗口・
健康教育を実施し、啓発事業として
①研修会、②リーフレット・絵本等を
作成し、配布した。
また、事業内容をより充実させるた
め、検討会を実施した。 ｃ

平成26年度より事業対象施設を拡
大し、むし歯予防の啓発、歯と口の
健康づくりの推進を図ることができ
た。今後は、更に実施施設数を増
やせるよう、働きかけを行う。

会議・研修・関係機関との調整
H23　10回　H24　10回  H25　8回
H26　39回  H27 10回
保健指導
H23　100回　H24　100回　H25　134
回  H26　123回　H27　89回
フッ化物洗口事業実施率
H23　100％  H24　100％  H25
100％  H26 　54.5％　H27　55.0％
 ※H26年度より対象施設を拡大し
て実施

市内の希望する保育園・幼
稚園の5歳児クラスを対象に
フッ化物洗口・健康教育を実
施。
啓発事業として、研修会、
リーフレット、絵本等を配布。
検討会議等の実施と併せ、
フッ化物洗口事業実施園の
拡大を図る。

健康づくり支
援課

6

歯科健診・歯科保
健指導等の実施

― Ａ

2歳から2歳6か月児とその保護者を
対象に歯科健診・歯科指導等を実
施した。

ａ

子どもと一緒に保護者の歯科健診
を実施することにより、歯科健診受
診率の低い世代に対する予防、啓
発等が図れた。

H23：12回　児363人　保護者274人
H24：12回　児312人　保護者244人
H25：12回　児236人  保護者178人
H26：12回　児272人  保護者191人
H27：10回　児268人  保護者203人

2歳から2歳6か月児とその保
護者を対象に、歯科健診・歯
科指導等を実施する。

健康づくり支
援課

7



継続 H27 ａ 650 600

継続 H28 - 600 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 1,250 600

継続
継続 H27 ａ 420 294

継続 H28 - 420 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 840 294

継続

拡充 H27 ａ 1,175,796 1,152,907

拡充 H28 - 1,164,052 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 2,339,848 1,152,907

拡充

継続 H27 ａ 3,500 3,500

継続 H28 - 3,500 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 7,000 3,500

継続

継続 H27 ａ 1,046 913

継続 H28 - 1,062 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 2,108 913

継続
拡充 H27 ａ 97,005 68,659

拡充 H28 - 97,230 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 194,235 68,659

拡充

7

妊産婦歯科健診 12回／年 Ａ

妊娠5か月以上の妊婦と産後1年未
満の産婦を対象に、歯科健診と歯
科保健指導を実施した。

ａ

平成25年度より対象者を妊婦から
妊産婦とし、歯科健診が必要な対
象者へ対しての事業展開が図れ
た。

H23：12回　127人
H24：12回　122人
H25：12回　179人
H26：12回　170人
H27：12回　136人

妊娠5か月以上の妊婦と産
後1年未満の産婦を対象と
し、歯科健診・歯科保健指導
を実施する。

健康づくり支
援課

8

母子健康手帳の
交付

― Ａ

市役所や各市民センター、連絡所、
証明センターにて、届出により妊婦
に対して母子健康手帳を交付した。

ａ

市民センターなど身近な施設でも、
母子健康手帳を交付することが出
来、早期からの活用を図ることが出
来た。

妊娠届出数
H23：2,905件  H24：3,165件　H25：
2,897件  H26：2,898件
H27：2,816件
母子健康手帳交付数
H23：2,984件　H24：3,256件　H25：
2,970件　H26：2,976件
H27：2,877件

市役所、市民センター、連絡
所、証明センターにて、届出
により妊婦に対して母子健康
手帳を交付する。

健康づくり支
援課

9

こども医療費の助
成

― Ａ

子どもが必要とする医療を容易に
受けられるようにし、子どもの健康
の向上と福祉の増進を図るため子
どもに対する医療費の一部を支給
した。
支給件数　　　　  649,231件
支給額　　 1,152,907,127円

ａ

平成２２年７月診療分より、通院助
成を未就学児から小学３年生（９歳
年度末）までに拡大した。
平成２４年１０月診療分より、通院
助成を小学３年生（９歳年度末）か
ら小学６年生（１２歳年度末）までに
拡大。
平成２６年１月診療分より、通院助
成を小学６年生（１２歳年度末）から
中学３年生（１５歳年度末）までに拡
大。こども医療費の支給対象年齢
を段階的に拡大することで、子ども
の健康の向上と福祉の増進を図っ
た。

支給件数
Ｈ２３　448,135件
Ｈ２４　531,467件
Ｈ２５　562,271件
H２６　631,882件
H２７　649,231件

子どもが必要とする医療を容
易に受けられるようにし、子
どもの健康の向上と福祉の
増進を図るため子どもに対す
る医療費の一部を支給する。

こども政策
課

10

夜間休日診療事
業（小児） － Ａ

平日夜間及び休日における軽症の
救急患者の医療を確保するため、
夜間休日診療事業を実施する法人
等に対し、補助を行った。

診療日数366日
患者数　9,669人（うち小児科6,419
人）

ａ

夜間休日診療所を運営する川越市
医師会等に対し、運営費の一部を
補助し、休日及び夜間における初
期救急医療を確保することができ
た。

患者数
H23：5,377人（うち小児科3,864人）
H24：7,777人（うち小児科4,816人）
H25：8,814人（うち小児科5,922人）
H26：10,072人（うち小児科6,125人）
H27：9,669人（うち小児科6,419人）
※H23年度までは市立診療所で実
施していたが、H24年度からは川越
市医師会夜間休日診療所で実施

川越市医師会夜間休日診療
所において、休日及び夜間
に軽症の救急患者の診療を
実施する事業に対し、必要な
補助を行う。

保健医療推
進課

11

乳幼児相談 30回／年 Ａ

総合保健センター及び南文化会館
において乳幼児を対象とした相談を
実施した。

ａ

乳幼児相談を実施することで、保護
者の育児不安の解消を図ることが
出来た。

H23：３０回 1,599人
H24：３０回 1,635人
H25：３０回 2,059人
Ｈ26：３０回 2,086人
H27：３０回 2,113人

保健センター及び南文化会
館において乳幼児を対象とし
た相談を実施する。

健康づくり支
援課

12

不妊に対する支
援

― Ａ

特定不妊治療・男性不妊治療を受
ける夫婦を対象にその治療に要す
る費用の一部を助成した。
不妊専門相談センターにおいて専
門相談を実施した。

ａ

自費診療部分の一部助成を行うこ
とで、経済的支援をすることができ
た。

特定不妊治療助成件数
H23：320件　H24：451件　H25：537
件　H26：533件　H27：515件
相談件数
H23：14組　H24：22組
H25：20組　H26：20組
H27：19組
男性不妊治療助成件数
H27：3件

特定不妊治療・男性不妊治
療を受ける夫婦を対象にそ
の治療に要する費用の一部
を助成する。
不妊専門相談センターにお
いて専門相談を実施する。

健康管理課
※H27は、健
康づくり支援
課

8



拡充 H27 ａ 271,603 249,591

拡充 H28 - 261,920 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 533,523 249,591

拡充

拡充 H27 ａ 19 19

拡充 H28 - 7 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 26 19

拡充

継続 H27 ａ 150 150

継続 H28 - 150 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 300 150

継続

継続 H27 ａ 30 30

継続 H28 - 30 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 60 30

継続

【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

１－（２）食育・保健対策の充実 (単位：千円）

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充
拡充 H27 ａ 6 6

拡充 H28 - 12 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 18 6

拡充

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画達成状
況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

13

妊婦健康診査
平成31年度
26,444人回 Ａ

妊婦に対し委託医療機関で健康診
査を行った。
委託医療機関での健診が受けられ
ない妊婦を対象に健診費用の一部
を助成した。

ａ

必要とされる健診回数及び、医学
的検査の費用の一部を助成するこ
とで、妊婦健診の受診の勧奨、経
済的不安の解消をすることができ
た。

H23：一般健診14回のべ34,148人回
H24：一般健診14回のべ36,512人回
H25：一般健診14回のべ35,252人回
H26：一般健診14回のべ34,230人回
H27：一般健診14回のべ33,628人回

妊婦に対し委託医療機関で
健康診査を行う。
委託医療機関での健診が受
けられない妊婦に対しても、
健診費用の一部助成を行う。

健康づくり支
援課

14

マタニティスクー
ル

6回／年 Ａ

妊婦とその夫を対象に育児、栄養、
歯科についての正しい知識を普及
し、妊娠中の不安の解消と父親の
育児参加を支援した。

ａ

妊娠期や出産後に必要な情報を提
供することで、妊娠中や産後の不安
の解消が図れた。また、父親の育
児参加の必要性の周知が図れた。

プレパパママスクール
H23：6回　129組 257人
       （夫再掲126人）
H24：6回　129組257人
　　　（夫再掲127人）
H25：6回　112組220人
　　　（夫再掲109人）
H26：6回　93組181人
　　　（夫再掲88人）
H27：6回 90組177人
　　　（夫再掲87人）

妊婦とその夫を対象に育児、
栄養、歯科についての正しい
知識を普及し、妊娠中の不
安の解消と父親の育児参加
を支援する。

健康づくり支
援課

15

離乳食教室 24回／年 Ａ

月齢に応じた離乳食の進め方につ
いて教室を開催し、離乳食の講話と
試食を行った。
４～６か月対象、６～８か月対象

ａ

月齢や児に応じた離乳食の指導を
行うことで、離乳食に関する知識の
普及が図れた。

４～６か月対象
H23：12回 308組　H24：12回 316組
H25：12回 369組　Ｈ26：12回 322組
H27：12回 313組
６～８か月対象
H23：12回 242組　H24：12回 238組
H25：12回 290組　Ｈ26：12回 294組
H27：12回 288組

月齢に応じた離乳食の進め
方について教室を開催し、離
乳食の講話と試食行う。

健康づくり支
援課

16

赤ちゃん広場 10回／年 Ａ

育児サークルの支援として、育児学
習・情報交換の場の提供した。

ａ

保健センターで赤ちゃん広場を実施
することで、その後の各地域で実施
されている子育てサロンなどに参加
するきっかけ作りとなった。

赤ちゃん広場
H23：１０回　延409人
H24：１０回　延429人
H25：１０回　延507人
H26：１０回　延409人
H27：１０回　延372人

育児サークルの支援として、
育児学習・情報交換の場の
提供する。

健康づくり支
援課

1

未就学児に対す
る食育の推進

－ Ａ

市立保育園において、健全な成長
発達を目指し、食事の楽しさや大切
さ、衛生習慣について栄養教育を
行った。
公立保育園20園　各6回 ａ

栄養教育を通じて、食べることへの
興味や関心を持ち、自ら食事を選
択する意欲を育てることができた。

毎年
公立保育園20園　各6回

毎年実施している内容につ
いては継続。
保育所保育指針の保育内容
に合わせた食育年間計画を
作成し、計画的に食育を推進
していく。

保育課

－ Ａ

市立小学校３２校の就学前健診に
おいて、朝食を改善するために朝食
啓発チラシを配布、希望校には朝
食の大切さについての講話を実施
した。
また４か月児健診、１歳６か月児健
診　、３歳児健診において朝食の重
要性、生活リズムの大切さを周知す
るための掲示物を展示した。

ａ

就学前健診を利用して朝食の大切
さを周知することができた。

H24　朝食のチラシ配布数 1,402枚
H25　朝食のチラシ配布数 3,021枚
　　　 朝食についての講話 10校
H26　朝食のチラシ配布数 3,730枚
       朝食についての講話1校
H27　朝食のチラシ配布数 3,730枚
       朝食についての講話14校
    　 親子料理教室　1回15組

市内小学校３２校の就学前
健診において、朝食のチラシ
の配布と健診時の掲示物展
示については継続。昨年度
からは朝食についての親子
料理教室を夏休みに実施し
た。

健康づくり支
援課

9



継続 H27 ａ 25 0

継続 H28 - 25 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 50 0

継続

継続 H27 ａ 286 286

継続 H28 - 286 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 572 286

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

2

小・中学校におけ
る食育の推進

教員向け
研修会
1回／年

Ａ

栄養教諭・学校栄養職員と合同の
「食育」推進のための指導法研修会
を実施し、望ましい食生活や栄養な
どに関する情報及び効果的な指導
方法について各学校の教職員に周
知した。また、研修会場を健康に関
わる総合保健センターとした。学校
における食育推進のため､学校給
食課と教育指導課から講師を招き、
「学校における食育の推進」、「食物
アレルギーについて」の研修を行っ
た。また、学校での研究授業の実践
発表も引き続いて実施した。

ａ

研修に参加した教職員が、食育へ
の意識を高めることができた。ま
た、講演や実践発表の内容から、
食育の推進を図るために、各学校
での取組の参考とすることができ
た。研修会場についても川越市内
の施設を借用して行うことにより効
果的な研修となった。

H23　食に関する指導法研修会
小学校教諭　27名
中学校教諭　21名
栄養教諭、栄養職員　9名
学校給食課、給食センター5名
H24　食に関する指導法研修会
小学校教諭　31名
中学校教諭　20名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　10名
学校給食課、給食センター7名
H25　食に関する指導法研修会
小学校教諭　32名
中学校教諭　22名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　7名
学校給食課、給食センター5名
H26　食に関する指導法研修会
小学校教諭　32名
中学校教諭　19名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　10名
学校給食課、給食センター7名
H27　食に関する指導法研修会
小学校教諭　33名
中学校教諭　23名
特別支援　　　1名
栄養教諭、栄養職員　3名
学校給食課、給食センター5名

研修会場を川越総合卸売市
場として、見学等を行うことに
より、川越市の食に関わりの
ある施設についての理解を
深めるとともに、食育への関
心を高めるようにする。学校
における食育推進のため､女
子栄養大学から講師を招き、
「家庭、学校での食育の推
進」についての研修を行って
いく。また、学校での研究授
業の実践発表を引き続き
行っていく。

教育セン
ター

― Ａ

学校における食育推進のため､各
学校は、食に関する全体計画を作
成した。学校保健広報「わかあゆ」
に食育に関する内容を取り上げ、保
護者に対しても食育の充実推進の
協力を求めた。 ａ

学校における食育推進のため､各
学校に食に関する全体計画を作成
させた。学校保健広報「わかあゆ」
に食育に関する内容を取り上げ、保
護者に対しても食育の充実推進を
図ることができた。

H23 全体計画作成 市内54校
「わかあゆ」配布部数25,000部
H24 全体計画作成 市内54校
「わかあゆ」配布部数25,000部
H25 「わかあゆ」配布部数25,000部
H26 「わかあゆ」配布部数25,000部
H27 全体計画作成 市内54校
「わかあゆ」配布部数25,000部

学校における食育推進のた
め､各学校の食に関する全体
計画の見直しを行う。学校保
健広報「わかあゆ」に食育に
関する内容を取り上げ、保護
者に対しても食育の充実推
進の協力を求める。学校
ファームの活動との関連を図
る。

教育指導課

― Ａ

小中学校への食に関する指導
小学校２年生
　　３，０４７人・１９６回
各種広報誌の発行　６回

ａ

平成２３～２７年度に計９４５回、１
４，６４７人を対象に指導を行い食に
関する理解を深めることができた。

Ｈ23　小学校２年生2,877人　186回
Ｈ24　小学校２年生2,909人　187回
Ｈ25　小学校２年生2,812人　180回
Ｈ26　小学校２年生3,002人　196回
Ｈ27　小学校２年生3,047人　196回
毎年各種広報誌発行６回

定着した食指導を引き続き継
続していくとともに、他学年へ
の拡大を検討していく。

学校給食課
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拡充 H27 ａ 650 650

拡充 H28 - 710 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,360 650

拡充

継続 H27 ａ 61 53

継続 H28 - 61 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 122 53

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

拡充 H27 ａ 394 367

拡充 H28 - 423 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 817 367

拡充

3

子育て体験学習
市内全中学

校 Ａ

中学生を対象に「命の力」「命のつ
ながり」を話し伝えることで、自己肯
定感を高め、自己と他者を大切に
思う心を養い、実際の乳幼児やそ
の親とふれあうことで、自分がうま
れてきたことに喜びを感じてもらうこ
とを目的として講座を実施した。実
施に当たり、教育指導課が中学校
との調整を行った。

ａ

少子化などにより乳幼児とふれあう
機会が減少しつつある中学生に対
し、「命の大切さ」等を学ぶ機会を提
供することにより、中学生が命の大
切さや子育ての大変さを学ぶことが
できた。

H23：市内中学校１２校で実施
H24：市内中学校９校で実施
H25：市内中学校１０校で実施
H26：市内中学校１０校で実施
H27：市内中学校２０校で実施

ＮＰＯ法人川越子育てネット
ワークに業務委託をし、中学
校20校で実施予定。また、教
育指導課が事業の目的の周
知を各学校に図り、実施に当
たっては、学校との調整等を
行う。

こども育成
課
教育指導課

4

薬物乱用防止啓
発

広報
2回／年
ポスター
3回／年

リーフレット
1,000部

Ａ

・保健所窓口、イベント会場（健康ま
つり会場等３か所）において、リーフ
レット等を配布し啓発を行った。
・霞ヶ関駅と鶴ヶ島駅の構内にポス
ターを掲示し、啓発を行った。
・県と連携して薬物乱用防止啓発活
動を行った。
・年2回広報紙等により啓発を行っ
た。

ａ

市民等が多く集まるイベント会場で
リーフレット等を配布して広く啓発を
行うことができた。
市内の利用者が多い駅の構内等に
乱用防止啓発ポスターを掲示し、広
く啓発を行った。

市内のイベント会場（計３箇所）にて
啓発用リーフレット等を配布
H24　約1,000部
H25　約1,100部
H26　約1,100部
H27　約1,000部
平成２６年度から市内の２つの駅に
啓発用ポスターを掲示

県と連携して引き続き薬物乱
用防止啓発活動に努める。

保健総務課

全市立学校
で実施 Ａ

全市立学校に薬物乱用防止教室の
開催を呼びかけ、児童生徒だけで
なく、保護者への啓発を図った。

ａ

全市立学校で薬物乱用防止教室の
実施率は１００％である。その内容
は危険ドラッグをはじめとする最新
の情報に基づいた指導を行った。
　さらに、児童生徒の自尊感情を高
めるための指導法の工夫を行った。
　また、保護者の参加を促し、学校・
家庭・地域が一体となった取組を推
進した。

市立小・中・高校全校で実施
薬物乱用防止教室実施回数
H25　小32校　平均3.3回/年
      　中22校　平均2.5回/年
       　高・特　各１回/年
         保護者参加実施校
       　小15校　中8校
H26　小32校　平均3.4回/年
         中22校　平均2.9回/年
　　　　高・特　各１回/年
　　　　保護者参加実施校
　　　　小20校　中16校
H27　小32校　平均4.0回/年
         中22校　平均2.9回/年
　　　　高・特　平均2.0/年
　　　　保護者参加実施校
　　　　小16校　中14校
　　　　特1校

引き続き、全市立学校で薬
物乱用防止教室を開催する
など、啓発活動を実施してい
く。

教育指導課

5

性感染症対策

性感染症検
査、相談及び

即日検査
（月３回）

Ａ ａ

定例の検査・相談により性感染症
の早期発見や予防啓発の充実が
図れた。

H23　受検者527名
H24　受検者384名
H25　受検者476名
H26　受検者454名
H27　受検者401名

性感染症の早期発見のた
め、検査体制の強化や予防
啓発を充実させていく。

保健予防課
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（２）基本目標２　幼児期の教育・保育の充実と就学に向けた支援
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

２－（１）　教育・保育の量的拡大・質的向上 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ｂ 532,782 418,802

拡充 H28 - 377,421 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 910,203 418,802

拡充
拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

拡充 H27 ｃ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

拡充 H27 ｂ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充
新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規
拡充 H27 ａ 736,730 731,574

拡充 H28 - 732,293 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,469,023 731,574

拡充

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

5

幼稚園事業の推
進

― Ｂ

平成２７年度に新制度へ移行する
園はなかったが、平成28年度移行
予定の１園に確認や情報提供等を
行い、スムーズな移行につなげるこ
とができた。

ｃ

平成２７年度は新制度に移行する
園がなく、平成２８年度に移行予定
の園が１園の状況であり、市全体の
教育・保育の確保量の観点からも
不十分である。

新制度移行の園数
H27　なし

平成２８年度に１園が移行し
たことにより、２９年度以降の
移行に向けて積極的に相談
や情報提供等を行っていく必
要がある。

こども政策
課

1

通常保育事業
平成31年度

4,305人 Ｃ

公立保育所
   20園   定員1,830人
法人保育所
   26園   定員1,946人
【3,776人】 ｂ

新規保育所の開設等により、定員
の拡大を図っている。
平成31年度に目標事業量に達する
予定。

H23  3,081人
H24  3,141人
H25　3,281人
H26　3,416人
H27　3,776人

新規保育所の開設等により
定員の拡大を図る。
平成28年度に2園、平成29年
度に1園開設予定。

保育課

2

時間外保育事業
（延長保育事業）

平成31年度
1,676人 Ａ

全20箇所の公立保育所において、
１時間（高階保育園では２時間）の
延長保育を実施。民間保育所にお
いては、全26箇所で実施。実施園
については所要額を助成。
【46箇所・実利用者1,602人、確保量
1,921人】
※人数は民間保育所を除いたも
の。

ａ

保護者の都合により、延長保育が
必要となった場合、登録者の他に緊
急で受け入れられる体制をとってい
る。現在のところ、延長保育の実施
者は定員数内で運営しているため、
規定の条件を満たしていれば利用
が可能となる。

H23  37箇所　1,301人
H24  38箇所　1,464人
H25  40箇所　1,710人
H26　42箇所　1,655人
H27  46箇所　1,602人
（確保量1,921人）

平成28年度に開設する新規
保育園でも時間外保育を実
施依頼し、事業の拡充を図
る。

保育課

3

保育所等における
一時預かり・一時
的保育事業

平成31年度
56,376人日 Ｂ

公立保育園５園、法人保育園１４園
で実施。
【１９箇所・４５，３３０人日】

ｃ

事業の実施園及び利用者は増加し
ているが、目標値には達していな
い。
※H27より川越市子ども・子育て支
援事業計画に基づく確保量として計
画事業実績値（延べ人数）を記入

H23 13箇所　6,080人
H24 14箇所　7,275人
H25 15箇所　8,381人
H26 18箇所　9,732人
H27 19箇所　45,330人日

今後新たに開設する新規保
育所に事業実施を依頼し、事
業の拡充に努めていく。

保育課

4

産休明け保育事
業

平成31年度
10施設

（保育所）
Ｂ

法人保育園では、６園に加えて平成
２７年４月から１園で産休明け保育
を実施している。

ｂ

法人保育園では、６園に加えて平成
２７年４月から１園で産休明け保育
を実施している。

H27　法人保育園　７園で実施 産休明け保育事業について
は、法人保育園での実施を
拡充していく。
公立保育園での実施は、待
機児童が解消してから、改め
て実施を検討する。

保育課

6

幼稚園就園奨励
費

― Ａ

国庫補助対象者の他、国庫補助対
象外の方についても継続して市単
独での補助を実施している。

ａ

市内在住で満３歳から５歳までの幼
児を、特定教育施設以外の幼稚園
に通園させている保護者に対して、
国の基準に基づいて保育料等の補
助を行うことで幼児教育の支援が
図れた

Ｈ23 決算額501,207千円
       支給対象園児数6,175人
Ｈ24 決算額518,074千円
       支給対象園児数6,372人
Ｈ25 決算額548,230千円
       支給対象園児数6,485人
Ｈ26 決算額732,913千円
       支給対象園児数6,607人
H27 決算額731,574千円
　　　 支給対象園児数6,458人

国庫補助対象者について
は、国庫補助増額とともに、
単価を増額。
国庫補助対象外の方につい
ても、継続して市単独での補
助を実施。

こども政策
課

12



継続 H27 ｃ 2,087 2,086

新規 H28 - 4,300 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 6,387 2,086

新規
継続 H27 ｃ 130,890 130,890

継続 H28 - 131,240 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 262,130 130,890

継続

新規 H27 ｄ 29,326 0

新規 H28 - 0 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 29,326 0

新規
新規 H27 ｄ 164,322 51,223

新規 H28 - 190,324 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 354,646 51,223

新規

継続 H27 ｃ 87,048 70,339

継続 H28 - 131,303 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 218,351 70,339

継続
継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

7

幼稚園等における
一時預かり・預か

り保育事業

平成31年度
144,169人日

Ｃ

一時預かり事業
Ｈ２７　延べ利用園児数：4,026人日
　　　（うち長時間：2,718人日）

ｃ

認定こども園等、市外の施設におい
て、一時預かり事業（幼稚園型）を
実施することにより、安心して子育
てができる環境の整備及び地域に
おける子ども・子育て支援の向上を
図ることができた。

H27　補助対象園：4園（市外4園）
　　　　延べ利用園児数：4,026人日

新制度の一時預かり事業
（幼稚園型）の実施施設数を
拡大し、事業の推進に努め
る。

こども政策
課

Ａ

預かり保育事業（人数割　（１日平
均人数四捨五入済）　）
1歳未満児 　480,000×1人＝
480,000円
1～2歳児 　  300,000×65人＝
19,500,000円
3歳以上　     170,000×533人＝
90,610,000円
長期休業加算    29園×300,000＝
8,700,000円
施設経費補助　  29園×400,000＝
11,600,000円
延べ利用人数145,034人日

ａ

幼稚園で行う預かり保育に補助を
行うことで利用の拡大が図れた。

補助対象園園児数
H23　468人
H24　507人
H25　510人
H26　566人
H27　599人　延べ145,034人日

幼稚園預かり保育の推進に
努める。

8

幼稚園・法人立保
育所の耐震化の
推進

―

Ｄ

事業の実施なし

ｄ

既存の法人の耐震化促進により、
増改築を行う。

H27　0園 既存の私立幼稚園の耐震化
の促進のため、増改築を図
る。
平成27年度2園の工事を予
定していたが、中止。平成28
年度の事業予定なし。

こども政策
課

Ｂ

法人保育所1園について2ヶ年計画
で増改築を実施（平成27年度70％
分を実施）
幼稚園の耐震化事業の実施なし ｂ

既存の法人の耐震化促進により、
増改築を行う。

H23  0園
H24  2園
H25　1園
H26　1園
H27　0園

既存の法人の耐震化の促進
のため、増改築を図る。
平成２７年度の30％分は来
年度に繰越。平成28年度に2
園の増改築予定。

保育課

9

認定こども園の推
進

平成31年度
5施設

（定員625人）
Ｃ

平成２８年４月に向けて１施設の整
備を行った。

ｃ

認定こども園への認可化への意向
調査により、計画的に整備を進めて
いく。

H27　0園 平成28年度は、幼稚園から
の認定こども園への移行が１
園。平成29年度に1園開設予
定。

保育課

10

認可外保育施設
等の認可化支援

― Ａ

家庭保育室から5施設、認可外保育
施設から4施設を小規模保育施設
（認可事業）へ移行した。

ａ

事業者の意向に沿って実施した。 H27　9園 今後も、計画的に認可化支
援をしていく予定。

保育課

13



継続 H27 ｂ 2,003 2,003

継続 H28 - 2,000 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 4,003 2,003

継続

拡充 H27 ａ 564,024 526,270

拡充 H28 - 717,812 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,281,836 526,270

拡充
継続 H27 ａ 170 163

継続 H28 - 170 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 340 163

継続
新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - 168 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 168 0

新規
新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - 2,100 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 2,100 0

新規

11

保育士研修 300回／年 Ｂ

公立・法人・家庭保育室の保育士
の研修を実施
市主催の保育園職員研修年４回公
立１，５７４人・私立３６１人
＜その他テーマ別の研修状況＞
・乳幼児保育研修　４８回　　参加者
１，２５６人
・障害児保育研修　３０回　　参加者
５６２人
・こどもの病気予防救急法の研修
２０回　　参加者　４６５人
・食育に関する研修　２２回　　参加
者　２３２人
・心とからだの発達に関する研修
３４回　　参加者　６７０人
・各年齢別研究会での学習会　５６
回　　参加者　　１，０３６人
その他研修会　４５回　参加者　５６
８人

ｂ

・社会情勢やたくさんの事例に学ぶ
ことにより、保育園に求められてい
る多様なニーズに対応するための
足がかりとなる。
・専門性を身に着つけ、こども一人
ひとりの成長や集団としての成長を
より深く考えたり、見直したりでき
る。
・職員全員で研修会をうけることで
共通認識が深まり同じ思いで保育
の実践にあたる事ができる。

H23　181回　5,460人
H24　210回　5,414人
H25　278回　5,510人
H26　237回　5,805人
H27　259回　5,688人

市内の保育施設での従事者
を対象して保育の質の充実
を図るために研修を市主催
の研修会年４回実施予定。
開催場所、時間については
市の施設(ウエスタ川越）利
用し参加しやすい環境を整
え、広く周知していく。
・乳幼児保育研修
・障害児保育研修
・こどもの病気予防救急法の
研修
・食育に関する研修
・心とからだの発達に関する
研修
・各年齢別研究会での学習
会
・保育園内での学習会を積
極的に行い、朝夕の職員を
対象とする保育の学習会を
年２回は各保育園で実施す
る。

保育課

12

学童保育事業
平成31年度

2,492人 Ａ

保護者の就労等により、放課後の
家庭が常時留守になっている児童
を、市内３２学童保育室で保育し
た。【当初入室利用者：２，１６６人】
【実利用者：２，１４０人】【定員枠：
２，４８８人】

ａ

保護者の就労等により、放課後の
家庭が常時留守になっている児童
を、市内３２学童保育室で保育し
た。

年度当初入室児童数
平成23年度　1,902人
平成24年度　1,916人
平成25年度　1,983人
平成26年度　2,037人
平成27年度　2,166人
（実利用者2,140人定員枠2,488人）

保護者の就労等により、家庭
が常時留守になっている児
童を、待機児童なく安全に保
育する。

教育財務課

13

幼保小連絡懇談
会の実施

1回／年 Ａ

「幼保小連携の在り方」をテーマに
幼稚園・保育園・小学校の教職員
の参加のもと幼保小連絡懇談会を
開催した。 ａ

幼児教育振興審議会で練り上げた
テーマに沿って、幼保小連絡懇談
会を毎年実施できた。授業参観後
の懇親会では、テーマに沿った活発
な意見交換がなされ、幼保小の連
携が図れた。

幼保小連絡懇談会
参加園・校数
Ｈ23　幼30園保36園小32校
Ｈ24　幼32園保38園小32校
H25　幼32園保40園小32校
H26　幼31園保42園小32校
H27　幼28園保46園小32校

今後も幼児教育振興審議会
において幼児教育の振興に
ついて審議し、幼稚園・保育
園・小学校等のさらなる連携
と充実を図る。

教育指導課

14

実費徴収に係る
補足給付を行う事

業
― Ｄ

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

ｄ

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

H27　実績なし 1号支給認定保護者のうち、
生活保護受給世帯等の児童
の保育に係る、実費徴収額
に対し、補足給付を行う。

こども政策
課

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

Ｈ２８事業開始予定のため、事業実
績なし

H27　実績なし 2号・3号支給認定保護者のう
ち、生活保護受給世帯等の
児童の保育に係る、実費徴
収額に対し、補足給付を行
う。

保育課

14



【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

２－（２）多様な保育事業の推進 (単位：千円）

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 2,724 2,316

拡充 H28 - 2,724 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 5,448 2,316

拡充
拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規
新規 H27 ｃ 359,508 308,634

新規 H28 - 656,178 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 1,015,686 308,634

新規
新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画達成状
況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

統合保育事業 ― Ａ

障害児及び健常児の成長と発達を
促進するため、保育所において統
合保育を実施している。

ａ

公立保育園２０園において、統合保
育事業を実施している。
事業実施に際し有識者からの指導
及び助言を受ける。

平成２３年４月時  ７３人実施
平成２４年４月時  ７４人実施
平成２５年４月時　７７人実施
平成２６年４月時　６５人実施
平成２７年４月時　８３人実施

事業名を障害児保育事業に
変更したうえで、保育の必要
性がある障害児について、安
心・安全な保育を確保できる
よう体制を整えたうえで受け
入れを継続していく。

保育課

2

土曜保育事業
平成31年度

14施設
（保育所）

Ａ

公立保育園１０園で、土曜日の一日
保育を実施。
法人保育園では、３園で土曜日の
一日保育を実施。

ａ

土曜日の一日保育実施園につい
て、公立保育園１０園、法人保育園
３園で実施することができた。

H23、H24、H25、H26、H27
公立保育園　１０園で実施
H27
法人保育園　　３園で実施

保育ニーズの高まりにより、
徐々に実施園拡大してきた
が、引き続き、土曜保育に関
するニーズの把握に努めると
ともに、法人保育園において
も土曜日の一日保育の実施
依頼をし、事業の拡充を図
る。

保育課

3

家庭的保育事業
（保育ママ）

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№4.5.6と合
算

Ｄ

事業なし

ｃ

調査、研究を継続して実施してい
く。

H27　事業なし 助成制度を設け推進を図る。 保育課

4

小規模保育事業

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№3.5.6と合
算

Ｃ

　小規模Ａ型　定員137人
　小規模Ｂ型　定員36人
【173人、10園】

ｃ

認可外保育施設から認可事業とな
ることで、保護者負担額が保育所
同様となり、低年齢児の受け皿を確
保することで、さらなる待機児童の
解消を図る。

H27　173人　10園 平成28年度、家庭保育室か
ら5施設が小規模保育へ移
行する予定。

保育課

5

事業所内保育事業

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№3.4.6と合
算

Ｄ

事業なし

ｃ

調査、研究を継続して、計画的に整
備を進めていく。

H27　事業なし 平成28年度より、1施設が実
施予定。

保育課

6

居宅訪問型保育
事業

平成31年度
577人

（特定地域型
保育事業）

※№3.4.5と合
算

Ｄ

事業なし

ｃ

調査、研究を継続して実施してい
く。

H27　事業なし 助成制度を設け推進を図る。 保育課

15



拡充 H27 ｂ 29,680 28,228

拡充 H28 - 38,035 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 67,715 28,228

拡充

拡充 H27 ａ 17,932 16,686

拡充 H28 - 14,874 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 32,806 16,686

拡充

新規 H27 ａ 6,353 4,181

新規 H28 - 6,456 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 12,809 4,181

新規

新規 H27 ｃ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

新規 H27 ｄ - -

新規 H28 - - -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 0 0

新規

※2-(2)-No.10を含む

※2-(2)-No.9に含める

7

病児保育事業
平成31年度
1,200人日 Ｂ

病児・病後児保育実施施設３箇所
病後児保育実施施設１箇所
１施設定員３人【４箇所・１２人】
利用者数　９２５人

ｂ

病児・病後児保育実施施設３箇所
病後児保育実施施設１箇所
１施設定員３人【４箇所・１２人】
利用者数　９２５人
市内東・西・南・中央(北含む)の４地
域に実施施設を開設し、１日当たり
の利用可能定員数の増と利用者側
の利便性の向上をはかることがで
きた。

H23【２箇所・６人】
　　　利用者数　３９７人
H24【２箇所・６人】
　　　利用者数　４７７人
H25【２箇所・６人】
　　　利用者数　６４８人
H26【４箇所・１２人】
　　　利用者数　５８４人
H27【４箇所・１２人】
　　　利用者数　９２５人

引続き広報掲載や保育所・
学童保育室等へ広く周知し、
潜在的利用者の利用を促
す。

こども育成
課

8

ファミリー・サポー
ト・センター事業

平成31年度
6,650人日

病児・緊急対
応強化事業

100人日

Ａ

【基本事業】(川越市ファミリー・サ
ポート・センター事業)
設置箇所数　　　　　　1箇所
依頼会員　　　　　　　1,687人
提供会員　　　　　　　　631人
依頼提供会員　　　　 　85人
活動回数　　　　　　　8,016回
【病児・緊急対応強化事業】(川越市
緊急サポート事業)
設置箇所数　　　　　　1箇所
利用会員　　　　　　　 180人
サポート会員　　　　　  50人
活動回数　　　　　　   326回 ａ

基本事業である川越市ファミリー・
サポート・センター事業については、
活動回数が前年度比7％増加し、よ
り事業を充実させることが出来た。
また、緊急サポートセンター事業(病
児・緊急対応強化事業)の実施によ
り、基本事業で対応できない、緊
急、突発的な対応や病児の預かり
を実施し、よりよい子育て支援サー
ビスを提供できた。

H23　依頼会員　1,282人
　提供会員　491人
　依頼提供会員　74人
　活動回数　6,521回
H24　依頼会員　1,404人
　提供会員　535人
　依頼提供会員　79人
　活動回数　7,688回
H25　依頼会員　1,467人
　提供会員　566人
　依頼提供会員　84人
　活動回数　6,606回
H26　依頼会員　1,712人
　提供会員　650人
　依頼提供会員　81人
　活動回数　7,442回
H27　依頼会員　1,867人
　提供会員　681人
　依頼提供会員　85人
　活動回数　8,342回
※H26からはファミサポ・緊サポの
合計。

基本事業、病児緊急対応強
化型事業ともに、平成27年度
において平成31年度目標事
業量である活動回数(人日)
は達成している。
なお、当事業は会員登録後、
会員同士の合意が必要であ
るため、会員登録はあるもの
の活動のない人の整理が課
題となっている。今後委託業
務内で会員宛意向調査等を
実施する予定である。

こども育成
課

9

トワイライトステイ
事業

平成31年度
190人日
1個所

Ａ

ショートステイ事業と共に業務委託
にて実施。
保護者が仕事等の理由により、平
日の夜間に家庭において養育する
ことが困難な児童を実施施設にお
いて保護し、食事の提供等を行っ
た。 ａ

保護者が仕事等の理由により、平
日の夜間に家庭において養育する
ことが困難な児童を児童養護施設
において保護し、食事の提供等を
行うことで、利用世帯の福祉の向上
が図れた。

H２３　利用世帯　３世帯４人
　　　　利用者数　述べ５５人
　　※Ｈ２３年度は８月から実施
Ｈ２４　利用世帯　８世帯１４人
　　　　利用者数　延べ２０２人
Ｈ２５　利用世帯　９世帯１５人
　　　　利用者数　延べ１７９人
Ｈ２６　利用世帯　７世帯１１人
　　　　利用者数　延べ２１８人
Ｈ２７　利用世帯　８世帯１０人
　　　　利用者数　延べ２９１人

広報、ホームページなどを活
用することで、保護者の帰宅
が遅くなるなどの理由で当該
事業のサービスを必要とする
世帯への周知を図っていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

10

ショートステイ事
業

平成31年度
150人日
1個所

Ｃ

トワイライトステイ事業と共に業務委
託にて実施。
保護者が疾病等の理由により、家
庭において養育が困難な児童を実
施施設において、一時的に養育・保
護を行った。

ｃ

保護者の病気や入院、災害、事故
などにより、児童の養育が困難に
なった場合など、児童養護施設で
ショートステイ事業を実施し、利用
世帯の福祉の向上が図れた。

Ｈ２３ 未実施
Ｈ２４ 未実施
Ｈ２５ 利用世帯10世帯11人
　　　　利用者数のべ63人
Ｈ２６ 利用世帯9世帯12人
　　　　利用者数のべ43人
Ｈ２７ 利用世帯7世帯9人
　　　　利用者数のべ29人

広報、ホームページなどを活
用することで、保護者の帰宅
が難しい等の理由で当該事
業のサービスを必要とする世
帯への周知を図っていく。

こども家庭
課
※H27は、こ
ども安全課

11

多様な主体が本
制度に参入するこ
とを促進するため
の事業

― Ｄ

事業なし

ｄ

調査、研究を継続して実施してい
く。

H27　事業なし 助成制度を設け推進を図る。 保育課
こども政策
課
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（３）基本目標３　心身の健やかな成長に資する教育環境づくりの推進
【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

３－（１）　学校教育の充実 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

継続 H27 ａ 50,347 48,284

継続 H28 - 50,773 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 101,120 48,284

継続

拡充 H27 ａ - -

拡充 H28 - - -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 0 0

拡充

新規 H27 ａ 22,777 22,655

新規 H28 - 23,973 -

新規 H29 - - -

新規 H30 - - -

新規 H31 - - -

新規 計 46,750 22,655

新規

計画事業実績
№ 事　　業　　名 目標 目標事業量

平成２７年度末
達成状況

平成２７年度の事業実績
【目標事業量に対する実績値】

計画
達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

1

オールマイティー
チャー配置事業

― Ａ

積極的な生徒指導を推進し、子ども
たちの心の教育・学力向上・いじめ
の未然防止・少人数学級編成等、
各学校におけるさまざまな課題を解
決するため、市費による教員（オー
ルマイティーチャー）配置事業を実
施した。校長の創意を生かした企画
書に基づき、各学校の課題に応じ
て、市内の小学校3校に3人（うち1
人は理科）、中学校10校に11人（国
語1人、社会1人、理科5人、保健体
育2人、美術1人）の市費による教員
を配置した。

ａ

各学校の課題に応じた活用により、
きめ細かな指導ができた。配置校で
は教員が1人増員されたことにより、
生徒指導主任や教育相談主任に機
動力が生まれ、生徒指導体制の充
実が図れた。これにより、いじめの
発生件数の減少や未然防止、また
授業規律が図られたことによる学力
向上等の成果を得た。

臨時講師配置校数
２３年度・・・９校
２４年度・・・７校
２５年度・・・１０校
２６年度・・・１３校
２７年度・・・１３校

今後は、配置した学校での
効果を検証しながら、必要と
する学校に対し、各課題に応
じて教員を配置し、生徒指導
体制の充実や学力向上に向
け、子どもたち一人ひとりに
応じたきめ細かな教育活動
を推進する。

学校管理課

2

少人数指導の充
実

― Ａ

全市立小・中学校に、県費による指
導方法工夫・改善に伴う加配教員
が配置され、少人数指導やティー
ム・ティーチングによる、個に応じた
よりきめ細かな指導を行った。 ａ

全市立小・中学校に、県費による指
導方法工夫・改善に伴う加配教員
が配置され、少人数指導やティー
ム・ティーチングによる、個に応じた
きめ細かな指導を積極的に実施し、
確かな学力育成を図った。

県費による指導方法工夫・改善加
配教員配置100％

全市立小・中学校に、県費に
よる指導方法工夫・改善に伴
う加配教員が配置され、少人
数指導やティーム・ティーチ
ングによる、個に応じた指導
をとおして、基礎学力の定着
を図る。

教育指導課

3

いきいき登校サ
ポートプラン

いきいき登校
サポートセミ

ナー
3回／年

Ａ

教育センター分室（リベーラ）におい
て、保護者を対象に不登校やその
傾向にある児童生徒の保護者の悩
みを聞き、子供への関わり方の支
援をする。さらに、保護者からの相
談に応じながら、子供の学校復帰
に向けた手立てを共に考える。
このほか、
・リベーラへの臨床心理士、スクー
ルソーシャルワーカーの配置
・適応指導教室設置
・スチューデント・サポーター派遣事
業
・川越市さわやか相談員配置事業
・川越市いじめ不登校問題対策検
討委員会の開催を実施した。

ａ

リベーラにおいて11月、12月、1月
の３回開催で、延べ22名の保護者
の参加があった。また、セミナーを
きっかけに6ケースが個別面談につ
ながった。

参加者数
第1回 11名
第2回　 4名
第3回　 7名

今後も、市の総合的な不登
校対策事業として各事業を
推進していく。

教育セン
ター
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継続 H27 ａ 29,573 28,860

継続 H28 - 30,674 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 60,247 28,860

継続

拡充 H27 ａ 2,224 2,151

拡充 H28 - 2,224 -

拡充 H29 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 4,448 2,151

拡充

　 　

【網 掛 け】　 中心的事業 　

【平成２７年度末達成状況】　Ａ：順調　　Ｂ：やや遅れている　　Ｃ：遅れている　　Ｄ：当該年度予定なし　　Ｅ：終了

【計画達成状況】　ａ：順調　　ｂ：やや遅れている　　ｃ：遅れている　　ｄ：当該年度予定なし　　ｅ：終了 　

３－（２）　家庭や地域による教育力の向上 （単位：千円） 　

実績評価 既存統計データ（過去５年間） 年度 進捗状況 予算額 決算額

拡充 H27 ａ 1,374 1,193

拡充 H28 - 1,911 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 3,285 1,193

拡充

計画事業実績

5

川越市教職員研
修事業

118講座／年 Ａ

川越市立学校（小・中・高・特別支
援学校）の教職員を対象とした研修
会を実施した。研修回数や内容の
工夫・改善、見直しを図り、コースに
よる選択制を拡大することで参加意
欲を向上させるとともに参加しやす
い体制を整えた。

ａ

今日的な教育課題に対応するた
め、研修体系の見直しを行い、研修
内容の整理と細分化を図った。その
結果、様々なニーズに対応できる講
座が増え、感想録からも高い評価を
得ることができた。一人あたりの研
修参加数は５．７回。奨励研修の満
足度の平均は５段階評価の４．７で
ある。

H23 106講座のべ7,243名参加
H24 110講座のべ7,312名参加
H25 112講座のべ7,177名参加
H26 111講座のべ6,161名参加
H27 116講座のべ7,996名参加

ライフステージに応じた研修
を重視し（経験者研修等）、
教職経験年数に応じた指導
力の向上を図る。
奨励研修の見直しを図り、幅
広い実践的指導力の向上を
目指す。

教育セン
ター

№ 事　　業　　名 目標 目標事業量
平成２７年度末

達成状況
平成２７年度の事業実績

【目標事業量に対する実績値】
計画

達成状況 平成２８年度以降の方向性 所　管　課

4

教育相談・就学相
談事業

発達障害
セミナー
2回／年
就学相談
セミナー
2回／年

Ａ

相談者のニーズに応じて関係諸機
関と連携し、臨床心理士のスー
パーバイズを得ながら、より適切な
相談活動を行うことができた。また、
発達や就学に関する相談に応じ
た。発達障害セミナーを3回開催し
44名参加、就学相談セミナーを3回
開催し36名の参加者があった。

ａ

リベーラで扱う相談件数、就学相談
件数は、年々増加の傾向にある。そ
の理由としては、相談施設としてリ
ベーラが周知されてきたこと、リ
ベーラでの相談活動が、学校や家
庭において成果を上げていること等
が挙げられる。また、特別支援教育
についての関心が高まり、子供の
実態やそれに合った支援の方法に
ついて客観的な見方や情報を求め
る傾向が見られる。

H23
・相談件数のべ2,991件
・川越市就学支援委員会
　（委員25名）
H24
・相談件数のべ3,224件
・川越市就学支援委員会
　（委員25名）
H25
・相談件数のべ3,359件
・川越市就学支援委員会
　（委員24名）
H26
・相談件数のべ3,605件
・川越市就学支援委員会
　（委員15名）
H27
・相談件数のべ4,016件
・川越市就学支援委員会
　（委員15名）

今後も、特別支援教育の充
実を図るとともに、児童生徒
一人ひとりについて、よりよ
い学びの場に関する相談を
推進していく。

教育セン
ター

1

家庭教育講座 全館実施 Ａ

家庭の教育力を高めるため、乳幼
児の心と体をはぐくむ親のための講
座を開催した。
１７公民館、２７講座
参加者延人数　２，２２９人

ａ

講座数について目標を上回ること
ができた。
講座を開設したことによって、単に
学習するというだけでなく、参加者
の交流により子育ての悩みや不安
の解消にも役に立った。

H23　１７公民館、２８講座
参加者延人数　3,816人
H24　１７公民館、２９講座
参加者延人数　3,881人
H25　１７公民館、２８講座
参加者延人数　3,848人
Ｈ26　１７公民館、２７講座
参加者延人数　3,354人
Ｈ27　１７公民館、２７講座
参加者延人数　2,229人

家庭の教育力を高めるた
め、乳幼児の心と体をはぐく
む親のための講座を開催す
る。

中央公民館

18



拡充 H27 ａ 909 738

拡充 H28 - 909 -

拡充 H29 - - -

拡充 H30 - - -

拡充 H31 - - -

拡充 計 1,818 738

拡充

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続
継続 H27 ａ 825 1,173

継続 H28 - 825 -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 1,650 1,173

継続

継続 H27 ａ - -

継続 H28 - - -

継続 H29 - - -

継続 H30 - - -

継続 H31 - - -

継続 計 0 0

継続

※特色ある学校づくり支援事業の一部

2

中学生社会体験
事業

実施率
１００％ Ａ

各中学校において中学生社会体験
事業実行委員会を組織し、中学生
が地域の中で活動することにより、
多くの人々とのふれあいを通して、
社会性や自立心を育むことができ
た。

ａ

各中学校において中学生社会体験
事業実行委員会での協議を実施し
た。中学生が地域の中での活動
や、多くの人々とのふれあいを通し
て、勤労観や社会性・自立心を養う
と共に、生徒一人一人が自分の生
き方を見つけ、たくましく豊かに生き
る力を育むことができた。

H23
・参加生徒数２，９４１名
・協力事業所のべ８２８事業所
Ｈ24
・参加生徒数２，７７７名
・協力事業所のべ７９８事業所
H25
・参加生徒数２，６６７名
・協力事業所のべ７９５事業所
Ｈ26
・参加生徒数２，７３７名
・協力事業所のべ８２２事業所
H27
・参加生徒数２，８５０名
・協力事業所のべ８６５事業所

今年度も各事業所の協力の
もと、生徒の主体的、意欲的
な活動につなげていきたい。
これからの自分の進路選択
に向け、生徒一人一人が行
うべき点に気づける取り組み
にする。

教育指導課

3

社会体験学習
及び交流活動

保育園受入
数

15校／年
Ａ

中学生社会体験事業及び交流事業
公立保育園受け入れ実績
２８校　２８回　受け入れ生徒数　８
１９名
保育園訪問事業
１１校　１１回　６１７名

ａ

・保育園での仕事を体験することや
幼い子どもと交流する事で子どもと
の関わり方を学び穏やかな感情を
抱き、自信を持ち自己肯定感が高
まる。
・地域の学校と交流し入学への期
待が高まる。

社会体験事業等受け入れ
H23　２３校
H24　１５校
H25　　３校
H26　　６校
Ｈ27　３９校

社会体験学習及び交流活動
をすることで、保育園での子
どもたちの様子や保育園で
の職業体験を通し、豊かな心
身の育成を図る。

保育課

4

地域人材活用事
業

各校
5回／年 Ａ

特色ある学校づくりを推進していく
ため、指導体制を整え、地域人材を
活用し、多様な教育活動や体験活
動が展開できた。
実施予定数･･･２７５回（５５校×５
回）
実施数･･･３９１回
実施率･･･１４２．２％

ａ

・当初予算上の活動上限回数であ
る２７５回の約１．４倍の３９１回の
活動が保障できた。
・地域の人材を活用することにより
地域との連携を深め、地域に開か
れた学校づくりを推進することがで
きる。
特色ある学校づくり支援事業全体
の金額
予算：8,685千円
決算：8,511千円

実施率
23年度・・・231％
24年度・・・93.2％
25年度・・・100％
26年度・・・145.8％
27年度・・・142.2％

道徳、学級活動、総合的な学
習の時間、中学校部活動等
において多様な学習機会を
提供するため、地域の人材
を積極的に活用し、特色ある
学校づくりを推進していく。

学校管理課

5

生きがい活動支
援通所事業

各クラス年1
回ずつの交

流会
Ａ

霞ケ関東小学校の空き教室を利用
したデイサービスセンターを在校生
が訪れ、利用者の高齢者と交流を
図った。利用者は小学生の劇や発
表（歌・手品・体操など）を喜び、小
学生も昔遊び・かるた・トランプを利
用者と一緒に楽しんだ。交流の中
で、高齢者の戦争等の体験談に小
学生が耳を傾ける様子も見られた。

ａ

小学校の空き教室という立地を生
かし、生徒との交流を有効に実施で
きたと考える。高齢者にとっては良
い刺激となり、また小学生にとって
も高齢者と接する良い機会となっ
た。

H23・交流会　各クラス１回
・利用者による卒業式後の卒業生
見送りも例年実施しているが、雨の
ため急遽中止となった。
H24・交流会　各クラス１回
・例年通り
H25・交流会　各クラス1回
・福祉体験　4年生2回
H26・交流会　各クラス１回・福祉体
験　4年生2回
H27・交流会　各クラス１回・福祉体
験　4年生2回

引き続き、利用者に小学生と
の交流を楽しんでもらうととも
に、高齢者とふれあう機会が
少なくなっている子どもたち
に交流の場を提供していく。

高齢者いき
がい課
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